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◆ 中堅･中小企業向けの IT 人材/知識のシェアリングサービスを提供 
ユナイトアンドグロウ（以下、同社）は、情報システム部門の人材不足に悩む

中堅･中小企業向けに IT 人材と知識のシェアリングサービスを提供すること

を主要業務としている。中堅･中小企業は、いわゆる「ひとり情シス注」と呼ば

れるように、情報システム部門の体制が脆弱であることが多い。中堅･中小

企業にとって、外部人材をタイムシェアするサービスに対する需要が高まっ

ており、同社のサービスは、そうした需要に対応して拡大してきた。 
 
単に人を集め、顧客の現場に送り込むだけでは事業として成り立たない。同

社は、「シェアード･エンジニアリング」と称する仕組みとして運用するための

技術またはノウハウを確立しており、それが競争力の源泉のひとつとなって

いる。 
 
同社の事業は、インソーシング事業とセキュリティ事業の 2つの報告セグメン

トに分類される（図表 1）。インソーシング事業の売上構成比は約 90%だが、

利益の大半を稼いでいる。 
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中堅･中小企業向けに IT 人材と知識のシェアリングサービスを提供 
インソーシング事業の「シェアード社員」の量と質が今後の成長を左右しよう 

注）ひとり情シス 
「情シス」とは「情報システム」

の略語で、企業の情報システム 
部門、またはその担当者を指す。
「ひとり情シス」とは、社内の

様々なIT関連業務を1人または 
数人で担当せざるを得ない状況
のことを言う。 
起業したての企業や従業員数が
少数の企業だけでなく、従業員数
が100人を超える企業であっても

担当者が1人ということが多い。
その結果、業務集中による過酷な
労働環境や離職または採用難と

いった問題が指摘されている。 

【 図表 1 】セグメント別売上高･利益 
セグメント

売上高 前期比 売上構成比 ｾｸﾞﾒﾝﾄ利益 前期比 利益率 売上高 売上構成比 ｾｸﾞﾒﾝﾄ利益 利益率
（百万円） （%） （%） （百万円） （%） （%） （百万円） （%） （百万円） （%）

インソーシング事業 1,250 21.7 90.1 396 110.6 31.7 1,070 90.2 387 36.2
セキュリティ事業 207 12.1 14.9 47 -34.8 22.8 159 13.5 36 22.8
調整額 -69 － -5.0 -272 － － -43 -3.7 -264 －
合計 1,388 18.1 100.0 171 73.9 12.3 1,186 100.0 158 13.4

2018/12期 2019/12期第3四半期累計期間

（出所）届出目論見書より証券リサーチセンター作成 

【 株式情報 】 【 その他 】
株価 3,905円（2019年12月19日）本店所在地 東京都千代田区 【主幹事証券会社】
発行済株式総数 1,815,500株 設立年月日 2005年2月23日 ＳＭＢＣ日興証券
時価総額 7,090百万円 代表者 須田 騎一朗 【監査人】
上場初値 3,205円（2019年12月19日）従業員数 158人（2019年10月末） 有限責任監査法人トーマツ
公募・売出価格 1,270円 事業年度 毎年1月1日～12月31日
1単元の株式数 100株 定時株主総会 事業年度末日の翌日から後3カ月以内

【 会社基本情報 】

＞ 事業内容 

【 4486　ユナイトアンドグロウ　業種：情報･通信業 】
売上高 前期比 営業利益 前期比 経常利益 前期比 純利益 前期比 EPS BPS 配当金

（百万円） （%） （百万円） （%） （百万円） （%） （百万円） （%） （円） （円） （円）
2017/12 1,175 -  98 -  103 -  67 -  48.5 241.9 5.0
2018/12 1,388 18.1 171 73.9 176 69.7 123 82.5 88.5 339.6 8.0
2019/12 予 1,606 15.7 198 16.3 184 4.8 124 0.8 85.0 -   8.0

（注） 1. 連結ベース。純利益は親会社株主に帰属する当期純利益。2019/12期の予想は会社予想。
2. 2017/12期より連結業績開示のため、2017/12期の前期比はなし。
3. 19年9月14日付で1：100の株式分割を実施。1株当たり指標は遡って修正。

決算期
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◆ インソーシング事業の仕組み 
インソーシング事業の顧客は、東京 23区内にある従業員数 50～1,000人規

模の中堅･中小企業の情報システム部門である。会員制サービスの形態を

とり、顧客企業自身の人材では対応できない IT に関する課題の解決を支

援する。具体的には、システム活用コンサルティングやシステム運用代行、

システム担当者育成といった業務例がある。 
 
類似するサービス形態としては、IT コンサルティングが挙げられる。しかし、

IT コンサルティングの顧客層は大手または準大手の企業がほとんどであり、

同社が対象とする顧客層とは異なる。別の表現をすれば、大手企業を対象

とする IT コンサルティングに類する提供価値を、情報システム部門の人材

が乏しい中堅･中小企業にも提供するのが同社のインソーシング事業と言え

よう。 
 
顧客の現場には、「シェアード社員」と呼ばれる同社の社員が出向く。顧客

企業から見ると、同社の社員を複数の企業でタイムシェアするような形態と

なる。必要に応じて顧客の現場に送り込まれた「シェアード社員」は、2～8
人のチーム（同社では「スクラム」と呼ぶ）で連携して顧客企業の課題解決に

あたる。 
 
顧客企業との契約形態は、IT コンサルティングと同様、準委任契約であり、

派遣契約の技術者派遣や、請負契約の SI とは異なる。準委任契約のもと、

顧客企業ではなく、同社の指揮命令のもとで業務を遂行する。また、成果物

を伴わないため、「シェアード社員」は時間課金の料金体系となっている。ハ

ードウェアやソフトウェア等の販売も行わない。 
 
こうした有限の人的資源や知的資源をオープンにかつ安全に共有するため

に、同社は「シェアード･エンジニアリング」と称する技術及びノウハウを確立

している。 
 
◆ インソーシング事業の顧客 
インソーシング事業の会員企業数は 18 年末時点で 446 社であった。うち、

18 年のうちに取引があったのは 170 社、延べ 2,954 案件となった。この 170
社の顧客企業の従業員数で見た規模別の内訳は、100人未満 53%、100～
299 人 32%、300～999 人 9%、1,000 人以上 6%であり、従業員数 300 人未

満の企業が 85%を占める。 
 
同社のサービスを使うことにより、顧客企業は、（1）情報システム部門の人材

の採用や育成コスト等の雇用負担の削減、（2）退職リスクの低減、（3）人件

費の変動費化、（4）情報システム部門の人員体制の最適化、（5）他社のノウ

ハウの間接的活用といったメリットを得ることができる。 
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◆ インソーシング事業の収益構造 
インソーシング事業の収益構造は、「「シェアード社員」の人数×レバレッジ

要素」で表現される。レバレッジ要素とは「シェアード社員」の稼働や品質の

状況を示すいくつかの数値である。稼働面では、「シェアード社員」1 人当た

りの平均担当社数 3.7 社、顧客企業 1 社に配置される平均担当人数 3.8 人

といった状況である。また、品質面では、20 段階あるスキルレベルで把握さ

れている。当然、スキルレベルに応じて、顧客に課金される時間単価は変わ

ってくる。 
 
「シェアード社員」の人数は、18/12 期末で 131 人、19/12 期第 3 四半期末で

133 人である。過去の開示がないので、同社単体の従業員数で代用するが、

本社移転があった16/12期以外は、1人当たり売上高を増やしながらの増員

が続いている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆ 知識や経験のシェアのための仕組み 
インソーシング事業では、「シェアード社員」のサービスに加え、知識のシェ

アのために、「Kikzo」と「Syszo」のサービスを提供している。 
 

【 図表 2 】単体の従業員数と 1 人当たり売上高の推移                      

（注）1 人当たり売上高の算出には、単体売上高及び単体の期中平均従業員数を使用 
（出所）届出目論見書より証券リサーチセンター作成 
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「Kikzo」は会員制の Q&A サービスであり、顧客企業は IT に関する質問を

同社の「シェアード社員」に直接行うことができる。こちらは一定の利用料が

発生する。 
 
一方、「Syszo」はインターネット上で全国の情報システム担当者をネットワー

クし、知識や経験をシェアするオープンナレッジサービスである。経験の蓄

積が目的であるため、利用は無料である。 
 
◆ セキュリティ事業 

15 年 11 月に完全子会社化した連結子会社のｆｊコンサルティングが担当

する事業である。「PCI DSS」と呼ばれるカード情報セキュリティの国際統一

基準に準拠した仕組みの構築や認証取得のための支援･コンサルティング

サービスや、セキュリティ事件/事故対応支援のコンサルティングサービスを

提供している。 
 
◆ ユナイトアンドグロウの強み 

同社の特色及び強みとして、（1）中堅･中小企業の情報システム部門を対

象としたシェアリングサービスを可能とする「シェアード･エンジニアリング」の

技術及びノウハウの確立、（2）高い顧客継続率に裏付けられる顧客満足を

高める仕組みの運用、（3）社員のモチベーションを高位維持できている状

況の 3 点が挙げられよう。 
 
◆ 市場環境 
同社が対象とする中堅･中小企業の情報システム部門は、その脆弱さが深

刻化していると言われている。Dell EMC ジャパンが中堅企業約 800 社を対

象に行った「中堅企業 IT 投資動向調査」によると、19 年の調査で、情報シ

ステム部門の専任者が不在または 1 人の企業は約 38%としている。過去の

調査で 17 年は約 27%、18 年は約 31%であり、不在または 1 人の企業の割

合が年々増加している模様である。さらに、同じ調査で、中堅企業の情報シ

ステム要員の離職率が 21%と高いことも指摘されており、情報システム部門

の人員の確保が難しい状況がうかがえる。 
 
また、独立行政法人情報処理推進機構の「IT 人材白書 2019」によると、ユ

ーザー企業における IT 人材の量に対する過不足感は、18 年度において、

「大幅に不足している」が 31.1%、「やや不足している」が 54.3%であり、合計

で 85.4%が不足感を持っているとしている。この割合は 14年度調査では「大

幅に不足している」が 16.2%、「やや不足している」が 59.3%で合計が 75.5%
であったことから、過去 5 年の間に不足感が強まっている状況にあると言え

よう。 
 
これらの動向を考えると、中堅･中小企業を対象に必要な IT 人材を提供す

＞ 事業環境 

＞ 特色・強み 
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る同社のインソーシング事業の仕組みに対する需要がさらに高まっていくこ

とが予想されよう。 
 
◆ 競合 
同社のインソーシング事業と同様のビジネスモデルで展開している企業は

他には見当たらない。チェックフィールド（東京都文京区）が運営する「IT コ

ンシェルジュ」という毎月定額 IT 運用サービスがやや類似するサービスと言

えそうだが、IT の運用にほぼ限られているため、同社のインソーシング事業

と重複する分野は限定的と考えられる。また、中堅･中小企業が IT 関連の

課題を解決する際にアクセスする先という観点では、大塚商会（4768 東証

一部）も競合先と考えられるが、ハードウェアやソフトウェアの販売が前提に

あるため、こちらも異なる。 
 
◆ 過去の業績推移 

届出目論見書には 14/12 期からの業績が記載されている（図表 3）。17/12
期から連結業績の開示となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
セキュリティ事業のｆｊコンサルティングの売上高を除いた単体業績、つま

りインソーシング事業で見ると、14/12 期から 18/12 期まで年平均 21.2%のペ

ースで連続して増収を続けてきた。インソーシング事業の増収は増員による

ところが大きいが、当該期間で単体の従業員数は年平均 16.3%のペースで

（注）17/12 期から連結業績での開示 
（出所）届出目論見書より証券リサーチセンター作成 

【 図表 3 】業績推移                           （単位：百万円） 

＞ 業績 



 
新規上場会社紹介レポート（一般社団法人 証券リサーチセンター 発行） 

 
 
本レポートに掲載された内容は作成日における情報に基づくものであり、予告なしに変更される場合があります。本レポートに掲載された情報の正確性・信頼性・完全性・妥

当性・適合性について、いかなる表明・保証をするものではなく、一切の責任又は義務を負わないものとします。 
一般社団法人 証券リサーチセンターは、本レポートの配信に関して閲覧し投資家が本レポートを利用したこと又は本レポートに依拠したことによる直接・間接の損失や逸失

利益及び損害を含むいかなる結果についても責任を負いません。最終投資判断は投資家個人においてなされなければならず、投資に対する一切の責任は閲覧した投資家にあり

ます。また、本件に関する知的所有権は一般社団法人 証券リサーチセンターに帰属し、許可なく複製、転写、引用等を行うことを禁じます。 

新規上場会社紹介レポート                                      7/9  

ユナイトアンドグロウ（4486 東証マザーズ）                               発行日：2019/12/20 

増員していることから、増員だけでなく 1 人当たり売上高の増加も増収に寄

与してきたと推測される。 
 
一方、利益面では 16/12 期に経常減益を経験している。これは、本社の移

転費用が発生したためで、一時的な要因である。そのため、17/12 期以降は

利益率の上昇と相まって増益が続いている。 
 
◆ 18 年 12 月期決算  
18/12 期業績は、売上高 1,388 百万円（前期比 18.1%増）、営業利益 171 百

万円（同 73.9%増）、経常利益 176 百万円（同 69.7%増）、親会社株主に帰

属する当期純利益 123 百万円（同 82.5%増）となった。 
 
インソーシング事業は、売上高が前期比 21.7%増、セグメント利益が同

110.6%増となった。増員によるコンサルティング案件の稼働の増加に加え、

サービス料金体系の改定により実質的な値上げとなったことで、業績が拡

大した。 
 
セキュリティ事業は売上高が前期比 12.1%増、セグメント利益が同 34.8%減

となった。需要が堅調だったことと、インソーシング事業の拡大に伴う拡販が

あったことで増収となったが、コーポレートサイトリニューアル等の広告宣伝

投資を実施したため、減益となった。 
 
セグメント利益率が高いインソーシング事業を中心に増収となったことにより、

売上高営業利益率は前期比 3.9%ポイント改善の 12.3%となった。 
 
◆ 19 年 12 月期第 3 四半期累計期間決算  
19/12 期第 3 四半期累計期間の業績は、売上高 1,186 百万円、営業利益

158 百万円、経常利益 156 百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益

111 百万円となった。19/12 期通期の会社計画に対する進捗率は、売上高

で 73.8%、営業利益で 79.8%となっている。 
 
◆ 19 年 12 月期会社計画 
19/12 期の会社計画は、売上高 1,606 百万円（前期比 15.7%増）、営業利益

198 百万円（同 16.3%増）、経常利益 184 百万円（同 4.8%増）、親会社株主に

帰属する当期純利益 124 百万円（同 0.8%増）である。 
 
売上高を事業別に見ると、インソーシング事業は前期比 19.0%の増収、セキ

ュリティ事業は同 3.3%の減収となっており、インソーシング事業が全体の成長

を牽引することが予想されている。インソーシング事業では、成長企業を中心

とした引き合いの増加を背景とした新規顧客の増加のほか、案件に対応する

「シェアード社員」は前期末比 3 人純増の 134 人を計画しており、稼働率と品

質向上を背景にした単価上昇を想定している模様である。 
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売上総利益率は前期比 2.0%ポイント改善の 46.0%を計画している。インソー

シング事業における業務委託に係る外注費が同 19.5%減となることが原価率

圧縮につながる見込みである。また、販売費及び一般管理費では人件費及

び人材採用費の増加により、同 22.7%増となる計画であり、19/12 期の売上高

営業利益率は同 0.1%ポイント上昇の 12.4%になると同社は予想している。 
 
◆ 成長戦略 
同社は今後の成長戦略として、主力のインソーシング事業において、以下の

4 つを念頭に置いて事業展開をしていくとしている。 
 
（1） 従業員数 50～1,000 人規模の、首都圏エリアの成長企業に顧客ターゲッ

トを絞り込む 
（2） 現在約 130 人で 1 チームのインソーシング事業を 2 チーム体制にして案

件対応力を強化する 
（3） 社内の「UG アカデミー」を通じて顧客体験を社内研修に展開する 
（4） グループの総合力の強化の一環として特化型事業を開発する（その第一

弾がセキュリティ事業） 
 

◆ インソーシング事業の人材の確保について 
インソーシング事業の売上高の決定要因のひとつは「シェアード社員」の人数

である。そのため、同事業において、どのようなペースで採用をしていくかが

大きな鍵を握る。同時に、離職の抑制もひとつの課題である。18/12 期末時点

でインソーシング事業の従業員は 131 人だが、19/12 期第 3 四半期までに 14
人が退職しており（異動、出向･休職は除く）、離職率は 10.7%である。この離

職率の推移にも注意を払っておきたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＞経営課題/リスク 
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【 図表 4 】財務諸表 

（出所）届出目論見書より証券リサーチセンター作成 

（百万円） （%） （百万円） （%） （百万円） （%）
売上高 1,175 100.0 1,388 100.0 1,186 100.0
売上原価 676 57.6 777 56.0 637 53.8
売上総利益 499 42.4 610 44.0 548 46.2
販売費及び一般管理費 400 34.1 439 31.6 389 32.8
営業利益 98 8.4 171 12.3 158 13.4
営業外収益 5 - 5 - 0 -
営業外費用 0 - 0 - 2 -
経常利益 103 8.8 176 12.7 156 13.2
税引前当期(四半期)純利益 97 8.3 176 12.7 156 13.2
親会社株主に帰属する当期(四半期)純利益 67 5.7 123 8.9 111 9.4

（百万円） （%） （百万円） （%） （百万円） （%）
流動資産 645 85.9 824 89.8 882 89.6

現金及び預金 499 66.5 654 71.3 840 85.3
売上債権 18 2.5 11 1.3 19 2.0
棚卸資産 0 0.1 9 1.1 6 0.7

固定資産 106 14.1 93 10.2 101 10.4
有形固定資産 37 5.1 34 3.8 37 3.8
無形固定資産 42 5.7 33 3.7 34 3.5
投資その他の資産 25 3.4 25 2.8 30 3.1

総資産 751 100.0 918 100.0 984 100.0
流動負債 376 50.0 400 43.6 371 37.7

買入債務 7 1.1 7 0.9 7 0.8
固定負債 38 5.2 26 2.9 21 2.2
純資産 336 44.8 491 53.6 591 60.1

自己資本 336 44.8 491 53.6 591 60.1

（百万円） （百万円）
営業キャッシュ・フロー 163 148

減価償却費 11 12
投資キャッシュ・フロー -14 -13

財務キャッシュ・フロー -17 19
配当金の支払額 ー -6

現金及び現金同等物の増減額 131 155
現金及び現金同等物の期末残高 569 724

キャッシュ・フロー計算書
2017/12 2018/12

損益計算書
2017/12 2018/12 2019/12 3Q累計

貸借対照表
2017/12 2018/12 2019/12 3Q
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ト・レポートを作成し、広く一般にレポートを公開する活動を展開しております。 
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